別紙様式
                                                　　　　　平成22年6月23日
    東京工業大学長　　殿
                                        (申請者)
                                   　　　所属・職名　経営工学専攻・教授
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　飯島淳一
東京工業大学大学院特別教育研究コース設置申請書
下記の大学院特別教育研究コースを設置したいので申請します。
	コ  ー  ス  名
	　ソリューション科学特別教育研究コース

	研究科・専攻・分野名
	　社会理工学研究科

	協力研究科・専攻・分野名
	　イノベーションマネジメント研究科

	設　 　置　 　期　 　間
	平成22年10月1日   ～  平成26年3月31日

	 コ　 ー　 ス　 長　 名
	飯島淳一

	構成員名（教員名・職名）
	別紙1参照

	コースカリキュラム
	別紙2参照

	設置理由・効果・
  将来計画等
	別紙3参照

	 会計連絡教員名
	飯島淳一

	 事務連絡教員名
	妹尾 大


	部局教授会承認年月日
	大学院社会理工学研究科教授会　平成22年6月16日
大学院イノベーションマネジメント研究科教授会　平成22年6月23日


別紙1 構成員名（教員名・職名）
社会理工学研究科
人間行動システム専攻

中川正宣・教授

前川眞一・教授

山岸侯彦・准教授
価値システム専攻

今田高俊・教授

桑子敏雄・教授
経営工学専攻

水野眞治・教授
中島秀人・教授

飯島淳一・教授

梅室博行・准教授

妹尾 大・准教授

中田和秀・准教授
社会工学専攻
武藤滋夫・教授
山室恭子・教授
宇佐美 誠・教授
イノベーションマネジメント研究科
　技術経営専攻　藤村修三・教授
ソリューション研究機構

鴨志田 晃・特任教授
別紙2 コースカリキュラム
  本コースは、「科学・技術」、「社会経済価値」、「分野横断」、「現場での実践」の4つのカテゴリーから構成されており、コース修了要件は、各カテゴリーから2単位以上計8単位以上となっている。
また、ソリューション科学の性格上、社会経済価値カテゴリーおよび分野横断カテゴリーの科目は、学部で用意されている基礎科目の履修を前提としている場合があるので、必要に応じて、指導教員と相談の上、学部授業科目についても履修することが望ましい。 
【科学・技術カテゴリー】(2単位以上)

科学・技術・社会特論１ 
2-0-0
中島
後 （偶）
科学・技術・社会特論２ 
2-0-0
中島
後 （奇）
イノベーション論（前期開講） 
2-0-0
藤村
前
イノベーション論（後期開講） 
2-0-0  
藤村
後
【社会経済価値カテゴリー】(2単位以上)

社会システム論 


2-0-0 
今 田 
前
社会的合意形成の理論と技術 
2-0-0 
桑子　
前
多文化共生社会論

2-0-0
江川
前
認知科学数理モデル論　

2-0-0
中川
前
Introductory Cognitive Psychology
2-0-0
山岸
前
心理・教育測定法(基礎編)B 
1-0-0 
前川
前
人間行動システム統計演習B 
0-1-0 
前川他
前
歴史と経済


2-0-0
山室
前
法哲学



2-0-0
宇佐美
前
ICTによる変革のマネジメント
2-0-0 
妹 尾
後
プロダクトデザインと人間
2-0-0
梅室
前
【分野横断カテゴリー】(2単位以上)

社会理工学実践論理思考　
2-0-0　
中川他
後　
システム理論とOR（新設）
2-0-0　
飯島他
前
数理計画法特論


2-0-0
中田
後
データ調査論


2-0-0
樋口
後
多変量統計解析


2-0-0
未定
前
上級非協力ゲーム理論

2-0-0
武藤
前
上級協力ゲーム理論

2-0-0
武藤
後
【現場での実践カテゴリー】（2単位以上）
横断型分野協同プラクティス 
0-0-2 
妹尾・飯島 
後
事業創出論


1-1-0
梅室

前
ソリューション科学実践（新設）
1-1-0
飯島・鴨志田他
前
別紙3 コースカリキュラム
【設置理由】
昨今、企業および社会における問題はますます複雑になっており、技術そのものの開発だけでなく、開発された技術を活用した、社会経済的価値の高いソリューションを提案できる人材の育成が、喫緊の課題となっている。しかしながら、インスティテューションに囚われていると、このような社会経済的価値のあるソリューションを提供することは難しい。
これはたとえば、「我が国における企業の約7割では、企業情報システムが部門の壁を超えられずに、いまだに部門最適化レベルに留まっているため、IT投資が企業業績に結びつかない」といった問題や「資源を有効利用するためには、製造から最終処分までの生産プロセス全体で最適化を図らなければならないにも関わらず、メーカー、自治体、リサイクル業者といったインスティテューションの壁を超えることができないため、最適化が実現されない」 といった例を見ても明らかである。
本特別教育研究コースでは、社会経済的価値のあるソリューションを提案できる人材を育成するには、技術の適用対象となる「経営および社会に対する基礎的な理解」および、適用する技術およびその背後にある科学についての理解が不可欠であり、また、インスティテューションを超えたソリューション提案を可能とするものは「抽象力」と、それによって得られた「知」を実体化するための「現場力」であるという観点から、社会経済価値のある新たな技術知（製品、サービス、産業、ビジネスなど）を創出することにより、ソリューション提供のできる人材を、イノベーションマネジメント研究科およびソリューション研究機構の協力により、育成することを目的としている。
【効果】本コース履修者は、社会経済価値カテゴリーおよび科学・技術カテゴリー科目の履修により、技術の社会における意味について、確固とした裏付けを持った思考ができるようになり、さらに現場での実践カテゴリーおよび分野横断カテゴリー科目の履修により、それぞれの現場に密着した技術の利活用の仕方を身につけることができると期待される。
【将来計画】将来的には、研究科で進めている「北欧連携」にもとづいたユバスキュラ大学（フィンランド）との共同講義およびE-JUST（エジプト）大学院生を交えたソリューション開発などを計画している。
